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の意思を表明した際に、加盟のいわば代替措置として連合協定（通称「アンカラ協定」 ）を一九六三年に締結したことに端を発する。トルコにとっての同 の眼目は、トルコが同協定の内容を十分に実施した場合に「同国のＥＵ加盟可能性を検討する」 とする規定 （第二八条）であった。 国はこれをもって、中・長期的なトルコ ＥＵ加盟は既定路線となったと受け止めたのである。しかし当時のＥＵにとっては、同協定は の加盟問題を棚上げす ものに他らず、したが 同協定も主に対トルコ支援や将来的な関税 盟創設のための枠組み とらえていたまさにこの認識のギャップこそが、その後のＥＵとトルコとの間の齟齬の原点を形成した である（なお、アンカラ協定に基づきトルコがＥＵの「準加盟国」であるとす
る記述が散見されるが、ＥＵと第三国との間に準加盟というステイタスは存在しない） 。　
こうしたなか、トルコは一九八












25_特集.indd   38 17/01/05   10:08













ョン」に過ぎず、そのフィクションですらすでに破たんしつつあるとの厳しい見方が広がっている。ＥＵの多くの加盟国では、加盟交渉の突然 断絶は双 にとって望ましくないも の、トルコの加盟は現実的にはもはや考え れないといった趣旨 発言が顕著にみられるようになったし、トルコでも一一月に、エルドアン大統領がある政治集会において、トルコ ＥＵ加盟を待ち続けて半世紀もの時間を無駄にしたとして「いまやこの『臍の緒』 （ＥＵ の関係）を、我々自ら切る時がき 」 訴えと報じられている。　
こうしたなかＥＵは、一一月八
日にモゲリーニ上級代表によるトルコの政治情勢に関する声明、翌九日には加盟候補国の準備状況関する欧州委員会定期報告を公表した。いずれもＥＵがトルコとの政治対話をあらゆるレベルで継続することを強調しつつ、とりわけクーデター後の同国の政治情勢に対する強い懸念を表明してい 。とりわけ、エルドアン政権がギュレン派と見られ 公務員や研究者らを大量に逮捕・拘束し、さらに死刑復活を再検討して ることを非難し、同国が法の支配と人権の
尊重を取り戻すよう、強く求めている。欧州議会はさらに厳しい立場をとり、同国との加盟交渉の中断を欧州委員会と加盟各国に対して呼びかける決議 一一月二四日に賛成多数で採択した。トルコ政府はこれに反発し、仮に交渉が中断されれば、トルコは同国内の難民や移民約三〇〇万人をヨーロッパに向けて送り出すと警告 一二月一三日の理事会では、トルコとの加盟交渉凍結の是非をめぐり、加盟国の見解が対立する場面もあった。　
仮に同国で死刑が復活する事態
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